様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021年　1月　　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）ひらの　こうたろう
                           （法人の場合）代表者の氏名　平野　耕太郎         印
住所　〒110-0015 東京都台東区東上野二丁目16番1号

法人番号　3010001026998　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年度第2四半期 プレゼンテーション資料

	公表日
	　　　　2020年　10月 27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・Corporate Vision (PDF 7.3MBytes)　P3-P9
https://www.hitachicm.com/global/wp-content/uploads/2020/11/HCM-Corporate-Vision_FY20Q2-JP.pdf

	記載内容抜粋
	2022年度までの中期経営戦略において、新車販売以外のバリューチェーン事業およびデジタルソリューションの深化をテーマとしている。デジタル化をテーマにバリューチェーン事業における売上比率を引き上げること掲げている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	執行役会及び取締役会にて審議・承認の上、公開。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年度第2四半期 プレゼンテーション資料 

	公表日
	　　　　2020年　10月 27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・Corporate Vision (PDF 7.3MBytes)　 P6-P9
https://www.hitachicm.com/global/wp-content/uploads/2020/11/HCM-Corporate-Vision_FY20Q2-JP.pdf

	記載内容抜粋
	バリューチェーン事業の強化のための稼働・機械情報を把握して開発製造サービスのすべてに利活用し、故障予兆などで顧客課題の解決に貢献する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	執行役会及び取締役会にて審議・承認の上、公開。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・2021年3月期 第１四半期決算説明会 (PDF 2.7MBytes)　 P14
https://www.hitachicm.com/global/wp-content/uploads/2020/07/20200727-HCM-1Q20_Explanatory-meeting-material-J.pdf

	記載内容抜粋
	•ConSite の知見・ノウハウを共有、日立のLumada事業に貢献
•産業機械向けアフターサービス強化支援ソリューションを2020年10月から提供



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・2020/10/21 ニュースリリース クリサリックス・ベンチャー・キャピタルのファンドに出資 スタートアップと連携を加速
https://www.hitachicm.com/global/jp/news-jpn/press/20-10-21j/

	記載内容抜粋
	Chrysalix RoboValley Fund（クリサリックス ロボバレー ファンド）に出資することで合意いたしました。日立建機は同ファンドへの出資を通じ、クリサリックスが有するマイニング分野での豊富なネットワークを活用し、ロボティクスやIoT、AIなど鉱山向け最新技術を有するスタートアップとのオープンイノベーションを強化いたします。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年度第2四半期 プレゼンテーション資料 コーポレートビジョン　

	公表日
	　　　　2020年　10月 27日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・2020年度第2四半期 プレゼンテーション資料 コーポレートビジョン　P3-P9　https://www.hitachicm.com/global/wp-content/uploads/2020/11/HCM-Corporate-Vision_FY20Q2-JP.pdf


	記載内容抜粋
	Realizing Tomorrow’s Opportunities 2022
バリューチェーン+デジタル ソリューション深化
FY22目標：VC(バリューチェーン)売上比率 50%



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2020年　10月 27日

	発信方法
	第２四半期決算説明会にて平野執行役社長兼CEOから発表
第２四半期決算情報（2020年10月27日）  p37,p41 
（ノート付）2021年３月期　第２四半期決算説明会 (PDF 3.5MBytes)
https://www.hitachicm.com/global/wp-content/uploads/2020/10/20201027-HCM-2Q20_Explanatory-meeting-material-note-J.pdf

	発信内容
	バリューチェーン事業の売上構成比50%に向けて、外部との連携強化踏まえたデジタル技術を活用することを執行役社長兼CEOから発表している。
「バリューチェーン事業をデジタル技術活用すると共に、お客さまとあらゆる設定におけるソリューションを深化させ、売上構成比50%を目指します。」
「当社では、製品開発力を横断的に強めること、またその優れた製品をバリューチェーンにつなげ、お客さまにソリューションを提供するために、情報の緊密な連携やデジタルなどの分野における外部との連携強化が重要だと考えています。
お客さまの課題解決につながる機械やサービスの開発へ迅速に繋げるために、世界各地で刻々と変化する市場ニーズを把握し、日本と各地で情報を共有し、マーケティング・開発設計・情報連携・デジタル化促進などを一体運営する体制を推進していきます。」



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年　　3月頃　～2020年　5月頃

	実施内容
	DX推進指標自己診断を元に課題把握している。
課題に基づいた年次の業務計画を第1四半期に策定している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2020年1月6日～2020年2月28日


	実施内容
	監査部門と共に情報セキュリティ監査を実施している。
グループ各社においてもグループ標準のセキュリティ監査チェックシートを用いて、定期的な監査が実施されている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

